
第１０８３号　1２０１４年　６月２５日

茨城の教育 茨城県高等学校教職員組合
310-0853 茨城県水戸市平須町表原 1–93
TEL 029-305-3075  FAX 029-305-3317

www.ihsfu.net

年金制度改悪と再任用義務化
　教職員の年金は、「定額部分」
（国民年金にあたる年金）と「比
例部分」（教職という仕事にあわ
せた年金）の 2本立てになって
いるが、これまでの年金制度改
悪によって定額部分は昨年度ま
でに 65 歳から支給開始となり、
比例部分の支給も本年度から 61
歳支給開始となった。
　今後、比例部分の支給年齢は
65 歳まで引き上げられ、1961
（昭和 36）年 4月２日以降生ま
れの場合、65歳まで年金は完全
無支給になる。

再任用の実態
　この年金制度の変更にあわせ
て、2014 年度から「再任用」
の義務化が始まった。

　フルタイム勤務の「再任用」
の教諭の場合、給料月額は、
277,500 円、ボーナスは 2.10
月となる。扶養手当、住居手当、
単身赴任手当などはない。
　茨城県では、「再任用」の勤務
形態は、フルタイムと短時間が
あり、短時間は 2 日、3 日、4
日になっている。
　再任用は、臨時的任用職員で
はなく正規の教諭である。原則
的には希望すれば採用されない
ということはない。「原則的には」
というのは、事情が県によって
異なるからだ。
　北海道などでは希望勤務地を
第 3希望まで書くことになって
いるが、「希望勤務地内での任用
が困難な場合」という記入欄が
あって、そこには「全道どこで
もよい」「辞退」のどちらかに丸

をつけることになっている。
　北海道高教組（全教加盟）の
報告によると、「全道どこでもよ
い」に丸をつけた教員に、自宅
から 200 ～ 300km 離れた学校
が提示されたこともある。「単身
赴任」を余儀なくされる実態も
あるという。

年金制度改悪と再任用義務化
　左表は 2014 年度の関東甲越
各都県の再任用の実態である。
資料の出典は文科省だ。県によっ
て再任用で働いている教職員の
数が異なり、群馬県はゼロになっ
ている。
　群馬高教組（全教加盟）の話
では、群馬県ではこれまで再任
用の制度がなく、今年度義務化
が始まった。県独自に再任用の
制度が急遽作られたが、今年度
の対象者が「再任用」として働
ける期間は 1年間で、他県のよ
うに希望すれば 65 歳まで働け
る制度になっていない。そのた
め文科省統計では「ゼロ」になっ
ているのである。
　新潟県も人数は小学校３人、
中学校 0人、高校１人で、「制度」
はあっても「運用」は事実上ゼ
ロに近い。　　　　　　　

再任用の勤務条件はまちまち
　茨城県では、他県に比べると
「再任用」としての採用

0 0

に関して

は、特段大きな問題は生じてい
ないようだ。
　だが、「再任用」の勤務条件

0 0 0 0

は
どうだろうか。3日間の短時間
勤務で持ち時間が 8時間の人が
いる一方で、12時間という人も
いる。かと思うと、5日のフル
タイムで授業時数 12 時間とい
う場合もある。学校による差異

が大きいようである。
　授業以外の仕事についても、
その内容（質）も分量（量）も
学校によって大きく異なってい
る。今後 65 歳まで無年金とな
り、「再任用」を選択する教職員
が増えていく。「再任用」教職員
の労働条件、働きやすい職場環
境についても要求事項をまとめ

て、任命権者（県教委）に要求
していく必要がある。
　茨高教組は、今年 4月、例年
11月末に実施されている「再任
用」に関する説明会の実施時期
を早めるよう県教委に申し入れ
た。県教委は 8月頃までには実
施したいと回答した。　　　⌘

地公労交渉の成果
　昨年の地公労交渉で、妊娠に
起因する疾病による療養休暇
（療休）の取得上限（90 日）を
2014 年 4 月 1 日から廃止する
ことが決まった。
　療休の取得上限は 2011 年
までは「１年間」であったが、
2012 年 1 月 1 日から「90 日」
へと大幅に短縮され、問題になっ
ていた。

法的根拠と医学的必要性
　療休が「90日」を超える場合
は「休職」となるため、疾病が

完治しないまま職場復帰せざる
を得ない事例が多くあった。教
職員にとっては「90日」という
取得上限が、さらなるストレス
ともなっていた。
　疾病のうち妊娠に起因する疾
病の上限が廃止され、“例外扱い”
となったのは、子どもを産み育
てることは健全な社会の維持発
展のためには不可欠なものであ
るという「次世代育成支援対策
推進法」の理念に基づいている。
　切迫流産など妊娠に起因する
疾病は個人差があり、十分な治
療が不可欠で、期限を切って治
療できるものでないのは言うま

でなく、取得上限廃止は当然の
ことである。

１か月以上療休で補充講師
　ところで、１か月以上の「療休」
に対しては、補充の講師がつく
ことになっている。講師が補充
されれば同僚への追加負担は生
じないから、当事者は精神的負
担を回避し、治療に専念できる
ようになる。
　各職場では、妊娠に起因する
疾病による療休の取得上限が廃
止された事実を知らせるなど、
療休を取得しやすい職場環境を
作っていくことが必要だ。　⌘

妊娠に起因する疾病による療養休暇の取得上限廃止

「再任用」義務化のもとでの本県および他県の実態

フルタイム 短時間 フルタイム 短時間 フルタイム 短時間 フルタイム 短時間

茨城県 37 22 75 118 11

栃木県 9 22 11 8 88 90 5 2

群馬県

埼玉県 293 129 194 22 102 495 15 99

千葉県 82 380 75 155 184 298 36 20

東京都 412 509 254 144 164 124 44 11

神奈川県 143 200 78 73 175 588 29 66

新潟県 3 1 1

山梨県 2 7 1 3 13 6 2 1
＊数字は各県とも新規と更新をあわせた数です。

小学校 中学校 高校 特別支援学校

関東甲越各都県の「再任用」の実態（文部科学省調べ）

注：人数は新規と更新の合計

茨 高 教 組 分 会 代 表 者 会 議
７月 19 日（土）10：00 − 12：00

茨城県立青少年会館　　水戸市緑町　1− 1− 18

憲 法 改 悪 反 対 共 同 セ ン タ ー 学 習 会
講演：谷萩 陽一  弁護士（水戸 翔

はばたき
合同法律事務所長、茨高教組顧問弁護士）

７月 27 日（日）13：00 − 15：00　　　　　　〈ミオス〉　　水戸市赤塚　１丁目
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校長の職務としての校務
4 4

と監督
4 4

　「児童・生徒の教育にたずさわ
る」というのが、法律が規定す
る教諭の職務である（学校教育法
第 37 条・第 49 条・第 62 条）。こ
れに対し、校長の職務は、「校務
をつかさどり、所属職員を監督
する」ことである（同）。
　「監督」とは、部下の職務遂行
にいちいち目を光らせつつ、職
務の全部について具体的に指示
する「指揮・命令」とはまった
く異なる業務である。教諭・実
習職員・事務職員・現業職員等
学校の全教職員が法律・条例・
規則にもとづいて妥当に業務を
遂行しているかどうかを把握し、
問題が生じたときに是正措置を
講ずる、これが校長の職務とし
ての「監督」業務である。
　たとえば、服務に関すること
としては、出退勤や出張・休暇
の管理業務がある。すなわち、
校長は所属所の全教職員につい
て、日々の労働時間が７時間 45
分を超えているか否かを把握し、
超えた場合には事後的に「勤務
時間の割振変更」により代償措
置を講ずることや、以後の超過
勤務を抑制する方策を立てるこ
となどである。また、たとえば、
事業場の長として、教職員の公
務上の災害を未然に防止するた
めに、労働安全衛生法にもとづ
く措置を講ずることなどである。
　「校務」とは、学校が遂行する
業務の総体のことではない。学
校の業務のうち、学校組織の統
括管理や上級行政庁との連絡、
さらに学校組織を代表して児童・
生徒・保護者等に対する教育行
政上の対処をおこなうことなど

を指す。校長は、学校という組
織の編成・運用をとりまとめつ
つ、対外的に学校を代表してお
こなう職務を処理するのである。
　校長は、事務職員による給与
事務の遂行状況や教諭による教
育業務の遂行状況を「監督」する。
しかし、校長が給与事務や授業
を担当することはない。校長に
は「教員免許状」が必要とされ
ないどころか、昨日まで「民間人」
であった者でも校長になりうる
のはそのためである。
　以上のとおりであるから、校
長が教諭にかわって、児童・生
徒の「教育」を直接的に遂行す
ることは法の規定に反する。儀
式の際の「講話」程度であれば
ともかく、校長が日常の教育活
動たる「教科の授業」を直接的
に担当したり、あるいは教諭の
業務遂行に介入したり、いわん
やそれを妨害したりすることは、
けっして許されるものではない。

「クレーム」「トラブル」と学校

　児童・生徒・保護者が学校や
教員にたいして、あれこれの要
望・意見を寄せるに際して「遠慮」
がなくなっているのが、現今の
状況である。それ自体は決して
忌避すべきことではないだろう。
とはいえ、要望・意見がときに
「クレーム」となり、さらには「ト
ラブル」に発展することもある。
　「クレーム」や「トラブル」が
不可避であるとすれば、そこで
は教諭は「教育」業務の遂行に
よって、校長は「監督」業務の
遂行によって、それらの「クレー
ム」や「トラブル」に対処しな
ければならない。むしろ、こう
した日常とは異なる困難な事態

においてこそ、学校の「教育」
活動はその本領を発揮しなけれ
ばならないともいえる。
　ここでもし、「教育」と「監
督」という職務分担が無視され、
不適切な対応がなされるような
ことがあると、「クレーム」や
「トラブル」の教育的解決は難し
くなる。たとえば、生徒・保護
者の要求事項を、担当する教諭
等をさしおいて校長が直接受け
取ったうえで、事実関係の調査
もせず、担当者をふくめた校内
での協議もないままに、その「要
求」を受け入れて対応策を実行
してしまうようなことがあれば、
妥当な業務遂行は不可能となり、
学校は混乱するだろう。

事情確認せず部活動顧問を追放

　2013 年 10 月上旬、牛久高校
で生徒数名が突然校長室を訪れ、
黒田裕之校長に対して、彼らが
属する部活動の顧問であるＡ教
諭を、当時１年生の部員が３年
生になって「引退」する 2015
年６月まで、顧問から完全に外
すよう求めた。11月末には、こ
の生徒たちの保護者たちが来校
し、校長に同じことを求めた。
　2013 年４月に牛久高校に赴
任したＡ教諭は、この競技での
「部活動」指導で多少の実績も
あった。赴任後 5か月が経過し
た時点で、今後の活動のありか
たをめぐってＡ教諭と生徒たち
との間で相談がおこなわれたが、
Ａ教諭の指導方針と生徒たちの
希望とは一致しなかった。Ａ教
諭は生徒の希望を尊重すること
とし、みずから９月以降直接指
導からははずれて、高体連の組
織活動などに限って従事するこ

とにしていたのだった。
　黒田校長は関係する事実や背

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

景事情について
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、一切の調査
4 4 4 4 4

・
確認などをおこなわないまま
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、
そしてＡ教諭から話を訊くこと
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もせず
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、申し入れ通り翌々年度
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までＡ教諭を顧問から外すこと
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にした
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。12月上旬、黒田校長は
Ａ教諭を呼び、教頭同席のもと、
「2015 年６月まで顧問として指
導をおこなわないよう」命じた。
2014 年度入学生の新入部員を
在校生と分離して別個に指導す
ることも禁じた。
　その後、2014 年２月上旬に
なって保護者らが再び来校し、
完全に指導から外れたものと
思っていたＡ教諭が高体連の会
議に出席していることがわかっ
たとして、Ａ教諭がいる限り他
の教員が顧問になることのさま
たげになるとして、完全に顧問
から外すよう念を押した。
　（以上の説明では、生徒・保護者
の要望の趣旨などはわかりにくい
が、関係する未成年者に配慮し、こ
れ以上の具体的説明はおこなわな
いことにする。顧問教諭については
匿名とする必要はないが、「部活動」
名を伏せるため、「Ａ教諭」とする。）

「あなたは使えない」

　12月上旬、顧問から完全に外
れるよう命ずるにあたって、黒
田校長は頭ごなしに、「部員ら
に理解してもらう努力が足りな
かった」、「指導が下手だった」
と根拠もなしに断言した。Ａ教
諭はそれまで校長とほとんど話
をしたこともなかった。しかし、
校長は「様子を見ていた」のだ
と強弁し、「教頭から聞いている
が、あなたは、生徒指導部長な
どをしていた前任校でのやり方
が正しいという立場から、本校
における指導について上からモ

ノを言っている。本校教員とし
てあるまじきことだ」と激しく
叱責した。
　Ａ教諭が、10月はじめに生徒
から要求があったことを２か月
も黙っていたのはなぜかと問う
と、黒田校長は、「あなたを信用
していないからだ」と述べた。
さらに、「あなたは “チーム牛久”
を大切にしていない」、「あなた
は使えない」、「あなたは牛久高
校に来るべきではなかった」、「１
年間で転勤はできないから、我
慢して勤務するか、教員を辞め
るしかない」と畳み掛けた。
　黒田校長は、それまでほとん
ど言葉を交わしたこともなかっ
たＡ教諭にあらん限りの悪口雑
言を浴びせ掛けたのであるが、
その根拠というのは、小幡法男
教頭からの「報告」であった。
教頭は、Ａ教諭が具体的な問題
で批判的な意見を述べたことに
ついて、「上からモノを言ってい
る」と校長に伝えていたようだ。
校長は、Ａ教諭の姿勢を “チー
ム牛久” への敵対的行為と受け
とめていたところ、生徒・保護
者からの要求を絶好の機会とし
て、一挙にその排除に踏み切っ
たのである。

「　訳
わけ

　あ　り　」

　年度末の 2014 年３月上旬、
教頭と特活部長の教諭とが、次
年度の部・同好会の顧問の割振
りの調整に着手した。教頭が作
成した希望調査結果の一覧表の、
ある運動部の欄のＡ教諭の氏名
のあとに「（訳あり

0 0 0

）」とあった。
どういう意味かと質

ただ
された教頭

は悪びれもせずに、前年 10 月
以来の経緯を説明した。特活部
長がたまたま執行委員の村田教
諭であったので、この件は茨城
県高等学校教職員組合の関知す

るところとなった。
　牛久分会による交渉の結果、
黒田校長はＡ教諭を 2015 年度
まで排除するとした命令を一部
撤回し、2014 年６月以降、新
入生の新入部員があった場合に
はＡ教諭が顧問としてその指導
にあたることになった。
　誤った対応をした者が教諭等
であれば、他の教諭等が適切に
対応することで、是正措置を講
じて影響を最小限にくいとめる
ことも可能である。最悪の場合
でも教頭が対応することで収拾
をはかることもできる。ところ
が、誤った対応をおこなった者
が校長であった場合は、その校
長に代わって是正のための行動
をとりうる機関は、制度上、学
校組織内には存在せず、紛糾は
さけられない。
　最初に生徒・保護者から要望
を受けた時点で、校長はただち
にＡ教諭や特活部長あるいは教
頭等に対応させ、校内での協議
に委ねるべきだったのである。

「部活動」の位置づけと指導業務

　「部活動」は、学習指導要領上
の「教科の授業」ではなく、「特
別活動」にもあたらない。「部活
動」指導業務は、教員の「通常
所定業務」ではない。「顧問」業
務は担当教員の自主性・自発性
に拠るものであり、校長が恣意
的に「顧問」業務を命令したり、
排斥したりできるものでもない。
その点でも黒田校長の言動は失
当だった。

　自己の職務と権限についての
誤認にもとづき妥当性を欠く対
応をしたうえ、所属の教諭にた
いするハラスメント行為をはた
らくなど、学校教育を混乱させ
た黒田校長の責任は重い。⌘

黒田裕之牛久高校長が事情調査もせずに部活動顧問を排除


